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群馬県職員措置請求監査結果

第１ 請求人

第２ 請求書の提出

平成２９年９月１９日

なお、請求人に対し、同月２９日に補正を求め、同年１０月２日に補正が行われた。

第３ 請求の内容

１ 請求の要旨（請求書原文が長文にわたるため、当監査委員がその内容を要約したもの）

請求人Ａの母親（以下「本件入所者」という。）は、平成２７年６月２０日から同年８月１２日まで介護老

人保健施設Ｂ（以下「Ｂ」という。）に入所していた（以下「本件入所１」という。）が、Ｂが施設サービス

計画（以下本件措置請求において「ケアプラン」という。）を作成したのは、事実証明書１のとおり同年７月

１５日であり、入所日から約２５日間はケアプランなしで介護保健施設サービスが提供されていたことになる。

介護保健施設サービスは、ケアプランに基づいて提供されるものであり、ケアプランを欠くことは、利用者

に合わせた適切な介護及び療養は不可能であることから、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「介護

法」という。）第８条第２８項の規定及び介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準

（平成１１年厚生省令第４０号。以下「基準省令」という。）第１３条第１項の規定に違反する。

加えて、当該ケアプランは、本件入所者本人の同意が得られておらず、交付もなされていないことから、基

準省令第１４条第７項及び第８項の規定にも違反する。

また、本件入所者は、平成２７年９月１８日から同年１０月１５日までＢに入所していた（以下「本件入所

２」という。）が、本件入所２についてもケアプラン本体が作成されていないため、当然、本件入所者本人の

同意が得られておらず、交付もなされていない。よって、この点についても介護法第８条第２８項の規定並び

に基準省令第１４条第７項及び第８項の規定に違反する。

さらに、本件入所１及び本件入所２（以下これらを「本件入所」という。）における極めて重大な違法事由

は、ケアプラン第２表の利用者（家族）確認欄（以下「栄養ケア計画」という。）の請求人Ａ名義の署名が偽

造されている点である（事実証明書１及び２）。請求人Ａは、栄養ケア計画に署名したことはなく、名前が誤

って署名されていることから、外形上、請求人Ａ本人の署名でないことは明らかであるが、このことは、鑑定

人による筆跡鑑定の結果により立証されている（事実証明書３）。

栄養ケア計画の署名を偽造し、Ｂの用に供することは、刑法（明治４０年法律第４５号）第１５９条及び第

１６１条に規定する私文書偽造罪及び同行使罪に該当し、犯罪である。

市町村から事業者に支払われる介護給付費については、全体の５０％が国・県・市町村の公費から負担され

ているが、施設等給付費の場合と居宅介護費の場合でその割合は異なり、施設等給付費の場合、国２０％、県

１７.５％、市町村１２.５％とされている。本件入所に関し、高崎市長からＢに支払われた介護給付費（以下

「本件介護給付費」という。）の合計金額は８２９，１０３円である（事実証明書４）が、その１７．５％に

相当する１４５，０９２円は、群馬県知事が高崎市長に支出した平成２７年度介護給付費県費負担金を財源と

するものである。

そして、市町村を保険者とする介護保険制度における都道府県の役割は、介護法第５条第２項の規定により、

介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるように、必要な助言及び適切な援助をしなければならないとさ
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れている。また、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第２３９条第２項において、「官吏又は公吏は、

その職務を行うことにより犯罪があると思料するときは、告発をしなければならない」とされている。

本件入所に関し、Ｂが栄養ケア計画の署名を偽造し、及び介護報酬の支払を受けたことは、介護法第２２条

第３項にいう偽りその他不正の行為により介護報酬の支払を受けたことにほかならず、高崎市長は、Ｂに対し、

本件介護給付費の額及び当該額に１００分の４０を乗じて得た額を徴収すべき義務があるところ、これを徴収

していない。そのため、群馬県知事は、高崎市長に対し、介護法第５条第２項の規定に基づき、高崎市長から

Ｂに支払われた本件介護給付費のうち、群馬県知事が高崎市長に支出した平成２７年度介護給付費県費負担金

を財源とする部分（以下「本件県費負担金」という。）を回収させるよう助言すべきであるが、これを怠って

いる。

よって、群馬県知事に対し、高崎市長を告発し、失われた県民の財産である本件県費負担金を回収するよ

う、監査委員が勧告することを求める。

２ 事実証明書

請求人から提出された事実証明書は、次のとおりである（各事実証明書の表題は、措置請求書等における請

求人の記載をそのまま使用した。ただし、事実証明書６は、個人名のみ加筆した。また、補正書とともに請求

人から追加提出された資料は、当監査委員において表題を記載し、事実証明書７として付番した。）。

(1) 事実証明書１ ケアプラン総合計画書（本件入所１関係）

偽造ケアプラン第２表（本件入所１関係）

(2) 事実証明書２ 偽造ケアプラン第２表（本件入所２関係）

(3) 事実証明書３ 筆跡鑑定書

(4) 事実証明書４ 高崎市・介護保険給付のお知らせ

(5) 事実証明書５ ＵＲＬ（資料として提出されているわけではなく、請求人陳述実施時にＵＲＬのみ提出さ

れた。）

(6) 事実証明書６ 介護保険法第５条２項の規定を蔑ろにする群馬県の代理人である弁護士甲（以下「弁護士

甲」という。）からの手紙

(7) 事実証明書７ 平成２８年４月２０日付け群馬県知事宛て高崎市長発「平成２７年度介護給付費県費負担

金の実績報告について」ほか添付書類

３ 補正について

(1) 補正依頼

本件措置請求については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「地自法」という。）第２４２条

第１項に規定する請求の要件を具備しているかどうか判断するに当たり不明な点が存在したことから、請求

人に対し、平成２９年９月２９日付けで補正依頼通知を送付し、同年１０月２日に補正書が提出された。

(2) 補正書の内容（当監査委員が補正を求めた事項に対する請求人の回答をまとめたもの）

ア 誰に関する措置請求かについて

（回答） 群馬県知事に関する措置請求である。

イ 今回の措置請求は、「群馬県から高崎市に対して支払われた平成２７年度介護給付費県費負担金の返還

に加えて、当該介護給付費県費負担金の額に介護法第２２条第３項の規定による１００分の４０を乗じて

得た額の返還請求を含むもの」と解釈してよいか。

（回答） １００分の４０を乗じて得た額の返還請求は含まない。

(3) 補正依頼期間の取扱いについて

監査委員が措置請求書に記載された不明部分を確認するために補正を求めることは、適正な監査の実施に
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当たり必要不可欠な手順であることから、請求人に対し補正依頼通知を送付した日の翌日（平成２９年９月

３０日）から補正書が提出された日（同年１０月２日）までの期間については、地自法第２４２条第５項に

規定する監査を行う期間（６０日）の計算から除外した。

第４ 請求の受理

本件措置請求は、地自法第２４２条第１項に規定する要件を具備しているものと認め、平成２９年１０月１

１日に受理を決定した。

第５ 監査の実施

１ 監査対象事項

本件措置請求に係る措置請求書、事実証明書及び補正書の記載を総合し、監査対象事項は次のとおりとした。

高崎市に支出した平成２７年度介護給付費県費負担金のうち、本件県費負担金相当額の返還等について

２ 監査対象機関

健康福祉部介護高齢課（以下「介護高齢課」という。）

３ 請求人の証拠の提出及び陳述の機会の付与

(1) 証拠の提出及び陳述の機会の付与

平成２９年１０月１６日、地自法第２４２条第６項の規定により、請求人に対し、証拠の提出及び陳述の

機会を設けたところ、請求人Ａは次のとおり陳述を行い、事実証明書５及び６を追加提出した（ただし、事

実証明書５は、ＵＲＬのみ提出された。）。

(2) 請求人陳述の要旨

介護法第１２３条第１項第２号において、「都道府県は、市町村に対し、介護保険施設及び特定介護施設

入居者生活介護に係る介護給付に要する費用の額について、１００分の１７．５を負担する」とされている。

また、介護法第５条第２項において、「都道府県は、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるように、

必要な助言及び適切な援助をしなければならない」とされている。

しかしながら、群馬県知事は、Ｂに対して不適正なケアプランに基づく介護保健施設サービスに係る介護

給付費を支払った高崎市長に対し、当該介護給付費の財源の一部である本件県費負担金を回収させるよう助

言すべきところ、これを行っておらず、群馬県民全体に損害を与えていることから、請求人Ａは群馬県知事

に損害の補填のための是正措置を求めた。

これに対し、群馬県の代理人である弁護士甲から請求人Ａ宛てに手紙が送付されてきた。

この手紙には、高崎市長を刑事告発するか否かは、請求人Ａが決めるべき問題であり、群馬県が刑事告発

することはない旨が記されていた。

しかし、厚生労働省老健局介護保険計画課長通知（平成２６年８月２９日付け老介発０８２９第１号）に

おいて、保険者、都道府県又は国保連に寄せられた事業者に関する不適切なサービス提供、介護報酬不正請

求等の苦情・告発・通報情報等の適切な把握及び分析を行い、事業者に対する指導監督を実施することとさ

れている。また、全国介護保険指導監査担当課長会議資料（第２分冊・厚生労働省老健局）において、指導

や監査において犯罪の恐れがあるものについては、警察、検察当局とも協議の上、刑事告発等についても検

討することとされている。

それにもかかわらず、弁護士甲は、「群馬県が刑事告発することはない」と主張しているのである。

仮に、請求人ＡがＢに対する刑事処罰を求めないこととした場合、不適正なケアプランに係る犯罪が全く

存在しなかったことになる。その結果、群馬県が県民の損害を補填する義務を放棄したことになり、群馬県

民全体の損害が補填されなくなってしまう。

この点、熊本県においては、介護事業所を詐欺罪で刑事告発しているので、群馬県だけが無法地帯という
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ことはあってはならない。

また、弁護士甲からの手紙には、介護保険給付に係る事務は保険者である高崎市が行い、介護保険施設に

対する指導監督も中核市である高崎市が行うこととされていることから、本件は高崎市において検討すべき

問題であり、原則として、群馬県が高崎市の判断に働き掛けることはない旨が記されているが、このことは、

介護法第５条第２項違反である。弁護士甲の手紙からは、群馬県知事に本件県費負担金を回収する意思がな

いことが伺える。

さらに、この手紙には、群馬県としては、請求人Ａと高崎市との間で住民訴訟が係属中であると承知して

おり、このような状況の下、群馬県が高崎市に対して働き掛けることはなく、当該住民訴訟の結果により、

何らかの事務処理が必要となった場合は、適切に処理したい旨が記されている。

しかし、これでは群馬県知事が群馬県民全体の損害の補填を自ら放棄してしまうことになり、介護法に規

定されている義務の不作為を宣言したも同然である。つまり、群馬県知事は、自ら群馬県民全体の損害を補

填すべく高崎市長から本件県費負担金を回収すべきであるにもかかわらず、請求人Ａに失われた本件県費負

担金を回収させようともくろんでおり、介護法第５条第２項における地方公共団体の責務を放棄しているも

のといえる。

したがって、地自法上、群馬県監査委員には、群馬県民全体の損害の補填を正しく実行する責務がある。

よって、今回の住民監査請求に基づき、速やかに次の６点の措置を講じるよう、群馬県知事に対し、群馬

県監査委員が勧告することを求める。

１ 介護法第５条第２項の規定により、高崎市長に対し、必要な助言をすること。

２ 高崎市長を告発し、失われた県民の財産である本件県費負担金を回収すること。

３ 予備的に法的手段を講じること。

４ 文書偽造により公金を不正に受給したことは犯罪行為であり、群馬県に損害を与え、極めて悪質であ

ることから、警察に被害届を提出し、厳しく対処すべきこと。

５ 介護法第６９条の３９の規定により、ケアプランを偽造した介護支援専門員の登録の消除を速やかに

実施すること。

６ 文書偽造という刑事事件の犯罪を、事後に是正するために必要な措置として、Ｂを処分するよう高崎

市長に速やかに助言すること。

４ 監査の実施

平成２９年１０月２４日、介護高齢課に対し、監査委員による対面監査を行った。また、これに先立つ同月

１９日、監査委員事務局職員による事務監査を行った。

第６ 監査の結果

監査対象機関に対する監査の結果及び関係書類の調査等を行った結果は、次のとおりである。

１ 関連する法令等（各法令等の記載は、該当部分の抜粋である。）

(1) 介護法

（国及び地方公共団体の責務）

第５条 国は、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるよう保健医療サービス及び福祉サービスを

提供する体制の確保に関する施策その他の必要な各般の措置を講じなければならない。

２ 都道府県は、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるように、必要な助言及び適切な援助をし

なければならない。

３ （略）

（保険給付の種類）
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第１８条 この法律による保険給付は、次に掲げる保険給付とする。

一 被保険者の要介護状態に関する保険給付（以下「介護給付」という。）

二 被保険者の要支援状態に関する保険給付（以下「予防給付」という。）

三 （略）

（登録の消除）

第６９条の３９ （略）

２ 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員が次の各号のいずれかに該当する場合には、

当該登録を消除することができる。

一～三 （略）

３ （略）

（報告等）

第１００条 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、介護老人保健施設の開設者、介

護老人保健施設の管理者若しくは医師その他の従業者（以下「介護老人保健施設の開設者等」とい

う。）に対し報告若しくは診療録その他の帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、介護老人保健施設の開

設者等に対し出頭を求め、又は当該職員に、介護老人保健施設の開設者等に対して質問させ、若しくは

介護老人保健施設、介護老人保健施設の開設者の事務所その他介護老人保健施設の運営に関係のある場

所に立ち入り、その設備若しくは診療録、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。

２～３ （略）

（業務運営の勧告、命令等）

第１０３条 都道府県知事は、介護老人保健施設が、次の各号に掲げる場合に該当すると認めるときは、

当該介護老人保健施設の開設者に対し、期限を定めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきこと

を勧告することができる。

一～三 （略）

２ （略）

３ 都道府県知事は、第１項の規定による勧告を受けた介護老人保健施設の開設者が、正当な理由がなく

てその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該介護老人保健施設の開設者に対し、期限を定めて、

その勧告に係る措置をとるべきことを命じ、又は期間を定めて、その業務の停止を命ずることができる。

４～５ （略）

（許可の取消し等）

第１０４条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該介護老人保健施設に

係る第９４条第１項の許可を取り消し、又は期間を定めてその許可の全部若しくは一部の効力を停止す

ることができる。

一～十二 （略）

２～３ （略）

（都道府県の負担等）

第１２３条 都道府県は、政令で定めるところにより、市町村に対し、介護給付及び予防給付に要する費

用の額について、次の各号に掲げる費用の区分に応じ、当該各号に定める割合に相当する額を負担する。

一 介護給付（次号に掲げるものを除く。）及び予防給付（同号に掲げるものを除く。）に要する費用

１００分の１２．５

二 介護給付（介護保険施設及び特定施設入居者生活介護に係るものに限る。）及び予防給付（介護予
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防特定施設入居者生活介護に係るものに限る。）に要する費用 １００分の１７．５

２～４ （略）

（報告の徴収等）

第１９７条 （略）

２ （略）

３ 都道府県知事は、市町村長（指定都市及び地方自治法第２５２条の２２第１項の中核市（第２０３条

の２において「中核市」という。）の長を除く。以下この項において同じ。）に対し、当該市町村長が

第５章の規定により行う事務に関し必要があると認めるときは、報告を求め、又は助言若しくは勧告を

することができる。

４～５ （略）

（大都市等の特例）

第２０３条の２ この法律中都道府県が処理することとされている事務で政令で定めるものは、指定都市

及び中核市においては、政令の定めるところにより、指定都市又は中核市（以下「指定都市等」とい

う。）が処理するものとする。この場合においては、この法律中都道府県に関する規定は、指定都市等

に関する規定として、指定都市等に適用があるものとする。

(2) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「地自令」という。）

（介護保険に関する事務）

第１７４条の４９の１１の２ 地方自治法第２５２条の２２第１項の規定により、中核市が処理する介護

保険に関する事務は、介護保険法第４章第３節及び第４節並びに第５章第２節及び第４節から第６節ま

での規定により、都道府県が処理することとされている事務（同法第７５条の２第１項、第８２条の２

第１項、第８９条の２第１項、第９９条の２第１項及び第１１５条の６第１項の規定による都道府県知

事による連絡調整又は援助に関する事務を除く。）とする。この場合においては、次項及び第３項にお

いて特別の定めがあるものを除き、同法第４章第３節及び第４節並びに第５章第２節及び第４節から第

６節までの規定中都道府県に関する規定（前段括弧内に掲げる事務に係る規定を除く。）は、中核市に

関する規定として中核市に適用があるものとする。

(3) 群馬県介護給付費等県費負担金交付要綱（以下「県費負担金交付要綱」という。）

（交付の対象事業）

第２条 この負担金は、次の事業を交付の対象とする。

(1) 介護給付費負担事業（介護給付費県費負担金）（市町村が法の規定に基づいて行う介護給付及び予

防給付に要する費用の支給事業をいう。）

(2) （略）

（交付額の算定方法）

第３条 この負担金の交付額は、算定政令の規定により算定するものとする。ただし、（略）。

２ 介護高齢課の主張及び説明

(1) 介護保険制度について

ア 介護保険制度について

介護保険制度は、介護を要する状態になっても、できる限り自宅で自立した日常生活を営めるよう、真

に必要な介護サービスを総合的・一体的に提供する制度で、平成１２年４月に開始されたものである。

市町村が保険者となっており、制度運営の中心を担っている。

イ 介護老人保健施設について
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要介護１から５までの認定を受けた高齢者に対し、施設サービス計画に基づき、その自立を支援し、家

庭への復帰を促すために、医師による医学的管理の下、看護・介護といったケアはもとより、作業療法士

や理学療法士等によるリハビリテーションに加え、栄養管理、食事、入浴などの日常サービスまで併せて

提供する施設である。医療と介護の中間的な位置づけの施設であるといえる。

ウ 介護老人保健施設において利用できる介護サービスのうち、施設サービス（入所）の内容について

要介護者の在宅復帰等を支援することを目的として提供される介護サービスで、策定された施設サービ

ス計画に基づき、要介護者が介護老人保健施設に入所後、医療、介護、リハビリテーション等のサービス

を受けるものである。

エ 介護支援専門員について

介護支援専門員とは、要介護者又は要支援者（以下「要介護者等」という。）からの相談を受け、要介

護者等がその心身の状況等に応じて適切な介護サービスを受けられるよう、介護サービス事業者等との連

絡・調整を行う者で、要介護者等が自立した日常生活を営むために必要な援助に関する専門的知識・技術

があるとして介護支援専門員証の交付を受けた人をいう。

介護老人保健施設における介護支援専門員の果たす役割は、主に次のとおりである。

・ 入所者及びその家族との面接による課題の把握（アセスメントの実施）

・ 施設サービス計画の原案の作成

・ 施設サービス計画の作成及び交付

・ 施設サービス計画の変更

オ 介護保険施設におけるケアプランについて

介護保険施設の計画担当介護支援専門員が、当該介護保険施設に入所する要介護者１人１人に対して、

当該介護保険施設において提供する介護サービスの種類、内容、担当者等を定めた計画をいう。

カ 介護保険施設におけるケアプランのうち、入所者又はその家族の同意を必要とする単位について

個別に作成され、管理されていれば、それぞれに同意が必要である。

キ 介護給付に係る国・県・市町村の費用負担の割合について

次のとおりである。

・ 介護保険施設及び特定施設入居者生活介護に係るもの

国 ２０％、県 １７．５％、市町村 １２．５％

・ その他の介護給付に係るもの

国 ２５％、県 １２．５％、市町村 １２．５％

(2) 高崎市に対する平成２７年度介護給付費県費負担金の支出等について

ア 介護給付費県費負担金を支出する根拠について

介護法第１２３条第１項の規定により、都道府県は、市町村に対し、介護給付及び予防給付に要する費

用の額について、同項に定める割合に相当する額を負担するものとされている。

詳細は、次のとおりである。

・ 関係法令等 介護法

介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令（平成１０年政令第４１３号。以下「算

定政令」という。）

県費負担金交付要綱

・ 対象経費 介護給付及び予防給付に要する費用

・ 県費負担金の算定方法 介護保険施設及び特定入居者生活介護に係るもの １７．５％
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その他の介護給付に係るもの １２．５％

イ 平成２７年度介護給付費県費負担金の対象範囲について

平成２７年度介護給付費県費負担金の対象となるのは、平成２７年３月から平成２８年２月までに提供

された介護サービスに係る費用である。

ウ 高崎市に対する平成２７年度介護給付費県費負担金の交付について

次のとおりである。

・ 交付申請年月日及び金額 平成２７年４月１７日 ３，７４１，８４１，０００円

・ 交付決定年月日及び金額 平成２７年５月７日 ３，７４１，８４１，０００円

・ 変更交付決定年月日及び金額 平成２８年３月３１日 ３，９０４，０８１，９３７円

・ 確定年月日及び金額 平成２８年５月１１日 ３，９０４，０８１，９３７円

エ 高崎市に対する平成２７年度介護給付費県費負担金の支出について

次のとおりである。

・ 概算払年月日及び金額 平成２７年５月２０日ほか１０件 合計３，４３０，００９，０００円

・ 精算払年月日及び金額 平成２８年５月２０日 ４７４，０７２，９３７円

(3) 介護保険制度における県と市町村との関係等について

ア 介護保険制度における都道府県の役割について

介護保険制度における都道府県の役割は、広域的なサービス提供体制の整備に取り組むとともに、必要

な助言と適切な援助により保険者である市町村を支援することである。

都道府県の主な事務は、おおむね次のとおりである。

・ 市町村支援に関する事務

・ 事業所・施設に関する事務

・ 介護サービス情報の公表の事務

・ 介護支援専門員の登録等に関わる事務

・ 財政支援に関わる事務

・ 介護保険事業支援計画の策定に係る事務

・ その他の事務（国民健康保険団体連合会の指導監督）

イ 介護法第５条第２項に規定する「必要な助言及び適切な援助」の内容について

介護保険制度における都道府県の責務や役割が規定されたものであり、それ以上の内容を説明をする文

書等はないが、介護法第５条第２項の規定は、具体的な事務を行う上で直接の根拠法令となるものではな

い。

ウ 介護保険制度における都道府県と市町村又は中核市との関係について

介護法第１９７条第３項の規定により、都道府県知事は、市町村長に対して、介護法第５章の規定によ

り行う事務に関し、必要があると認めるときは、報告を求め、又は助言若しくは勧告ができるとされてい

るが、同項の規定は中核市の長を除くこととされているため、中核市に対しては適用されない。

エ 都道府県が処理する介護保険に関する事務のうち、中核市が処理するものとされている事務について

介護法第２０３条の２の規定により、地自令第１７４条の４９の１１の２に規定されている事務につい

ては、中核市が処理するものとされている。

したがって、中核市に所在する介護老人保健施設に対する質問又は立入検査（第１００条第１項）、業

務運営の勧告又は命令（第１０３条第１項又は第３項）、許可の取消し（第１０４条第１項）等の各権限

は、当該中核市がその権限を有することになる。
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オ 介護保険施設等に対する指導監督の権限について

都道府県が指定した介護保険施設等に対しては、都道府県に指導監督の権限があるが、中核市が指定し、

又は権限移譲により移管された介護保険施設等に対しては、中核市が指導監督の権限を有する。

具体的には、上記エのとおりである。

(4) Ｂについて

ア Ｂの概要について

次のとおりである。

・ 医療法人Ｃ 介護老人保健施設Ｂ

・ 〒３７０－■■■■ 高崎市■■町■■ 管理者 Ｄ

・ 入所定員 ■■棟■■名、■■棟■■名

・ 開設年月日 平成■■年■■月■■日

なお、開設許可は県が行ったが、平成２４年４月に改正介護法が施行されたことに伴い、指導監督権限

は中核市である高崎市に移譲されている。

イ 本件入所の事実及び介護給付の提供について

請求人Ａから介護高齢課に送付された文書や高崎市がＢに指導に入った時の文書等により間接的に確認

している。

ウ 高崎市がＢに支出した本件介護給付費の金額について

介護高齢課では把握していない。

エ Ｂに対する調査等について

介護高齢課では行っていないし、法令上もすることができない。

オ Ｂに対する任意の調査について

請求人Ａと高崎市が住民訴訟で争っている現段階において、調査等をする予定はない。

(5) その他

ア 本件入所に関し、Ｂが本件入所者に提供した介護保健施設サービスが法律上の原因を欠いている（又は

介護法の規定に違反する）とする請求人の主張について

介護法において、介護保険の保険者は市町村とされており、個別の介護給付費の支給に関する審査・支

払に関する事務は市町村が実施している。また、高崎市に所在する介護保険施設に対する指導監督権限は、

中核市である高崎市にあるため、法令上、県が高崎市に対して指導や助言をすることもできない。

したがって、県は、本件入所に係る事実の詳細を知りうる立場にはなく、Ｂによる本件介護給付費の請

求が法令に違反するか否かは高崎市において判断されるものである。

イ 本件入所に関し、Ｂが本件入所者の栄養ケア計画の署名を偽造したとする請求人の主張について

栄養ケア計画の署名の偽造が事実であるか否かも含め、県にはＢに対して指導監督を行う権限はないた

め、請求人の主張に対し、調査し、又は判断することはできない。

ウ 本件入所に関し、本件入所者の栄養ケア計画の署名が偽造されていた場合における本件県費負担金への

影響について

本件介護給付費の支給が不正又は不適正なものとして、高崎市がＢに対し、本件介護給付費の返還を求

めた場合には、本件県費負担金の算定基礎となる介護給付費が減額となるため、本件県費負担金も減額と

なる。その場合、県は高崎市から本件県費負担金相当額を返還してもらうことになる。

エ 請求人Ａと高崎市との住民訴訟の審理の状況等について

請求人Ａと高崎市との間の事案であり、現在も係争中であることは承知しているが、県が関与する立場
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にはないため、審理状況等は把握していない。

オ 本件介護給付費の支出等に係る高崎市に対する県の指導・助言等の実施状況及び今後の対応について

中核市である高崎市に対して、県には指導・助言を行う権限がないため、特に行っていない。

なお、請求人Ａと高崎市との間で係属している住民訴訟の結果、高崎市に対して本件県費負担金の返還

を求める必要が生じた場合には、返還の事務処理等を適切に行うこととする。

カ その他請求人の主張に対する反論について

本件措置請求は、高崎市が所管する介護保険施設が提供したサービス内容に起因するものであるが、法

令上、請求人Ａと高崎市との間で解決されるべきものである。Ｂが提供したサービスの内容や支払われた

介護給付費が適正であったか否かは、高崎市において判断されるものであり、県に判断する権限はない。

また、本件介護給付費の支給の適否について請求人Ａと高崎市との間で裁判で争っている状況の下で、

本件介護給付費の支給が不正又は不適正であることを前提とした本件措置請求も適当ではないものと考え

る。

３ 事実関係の認定

(1) 介護給付に要する費用の負担割合について

都道府県における介護給付に要する費用の負担割合は、介護法第１２３条第１項、算定政令第２条第１項

及び県費負担金交付要綱第３条の規定により、次のとおりとされている。

・ 介護保険施設及び特定施設入居者生活介護に係るもの １７．５％

・ それ以外の介護給付に係るもの １２．５％

(2) 高崎市に対する平成２７年度介護給付費県費負担金の交付決定、支出等について

交付決定伺い、変更交付決定伺い、概算払伺い、確定及び精算払伺い、支出回議書等を調査したところ、

高崎市長に対し、次のとおり決定され、及び支出されていた。

ア 交付決定等

決定年月日 金額

交付決定 平成２７年 ５月 ７日 ３，７４１，８４１，０００円

変更交付決定 平成２８年 ３月３１日 ３，９０４，０８１，９３７円

確定 平成２８年 ５月１０日 ３，９０４，０８１，９３７円

イ 支出

支出年月日 金額

概算払 １回目 平成２７年 ５月２０日 ３１１，８１９，０００円

２回目 平成２７年 ６月１９日 ３１１，８１９，０００円

３回目 平成２７年 ７月１７日 ３１１，８１９，０００円

４回目 平成２７年 ８月２０日 ３１１，８１９，０００円

５回目 平成２７年 ９月１８日 ３１１，８１９，０００円

６回目 平成２７年１０月２０日 ３１１，８１９，０００円

７回目 平成２７年１１月２０日 ３１１，８１９，０００円
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８回目 平成２７年１２月１８日 ３１１，８１９，０００円

９回目 平成２８年 １月２０日 ３１１，８１９，０００円

１０回目 平成２８年 ２月１９日 ３１１，８１９，０００円

１１回目 平成２８年 ３月１８日 ３１１，８１９，０００円

合計 － ３，４３０，００９，０００円

精算払 平成２８年 ５月２０日 ４７４，０７２，９３７円

合計 － ３，９０４，０８１，９３７円

(3) 高崎市に支出した平成２７年度介護給付費県費負担金のうち、本件県費負担金相当額について

介護高齢課では把握しておらず、判明しなかった。

介護高齢課では、介護給付費県費負担金の支出に当たり、県費負担金交付要綱の規定に基づいて事務を

行っており、各市町村に対して、個々の事業者ごとに支払った介護給付費の内訳等の資料の提出を求めてい

ないとのことだった。

(4) 介護法第５条第２項の規定の趣旨について

介護法第５条第２項は、都道府県に対して、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるように、必要

な助言及び適切な援助をしなければならないと規定しているが、「逐条解説介護保険法」（増田雅暢著、平

成２６年４月発行）によれば、同項の規定は、介護保険事業が健全かつ円滑に行われるように、保険者であ

る市町村を重層的に支えていくことを狙いとして、都道府県の責務を規定したものとされている。

(5) 都道府県が処理する事務の中核市への権限移譲について

地自令第１７４条の４９の１１の２は、介護法第４章第３節及び第４節並びに第５章第２節及び第４節か

ら第６節までの規定により都道府県が処理することとされている介護保険に関する事務に関し、中核市が処

理すると規定しており、この中には介護老人保健施設の開設許可（第９４条）、質問又は立入検査（第１０

０条第１項）、業務運営の勧告又は命令（第１０３条第１項又は第３項）、許可の取消し（第１０４条第１

項）等の事務も含まれているなど、都道府県の権限が中核市に移譲されていた。

(6) 中核市に対する都道府県の助言等について

介護法第１９７条第３項は、都道府県知事が、市町村長に対して、当該市町村長が介護法第５章の規定に

より行う事務に関し、報告を求め、又は助言若しくは勧告をすることができると規定しているが、同項の規

定は、中核市の長に対しては除外されている。

第７ 監査委員の判断

本件措置請求に関して、認定した事実関係を基に監査委員が判断した結果は、次のとおりである。

なお、各判断項目は、請求人陳述実施時における請求人の主張に対応させたものである。

１ 判断

(1) 介護法第５条第２項の規定による高崎市長への助言について

請求人は、介護法第５条第２項の規定を根拠として、群馬県知事が高崎市長にＢから本件介護給付費の返

還等の助言をするよう主張している。

しかしながら、同項の規定は、地域保険方式による介護保険事業の導入に伴って、保険者となって制度の

中心的役割を担い、事務的・財政的負担が増すことになる市町村を、国、都道府県、医療保険者、年金保険

者等が重層的に支えていくことを狙いとして、介護保険事業が健全かつ円滑に運営されるよう、都道府県の
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責務を抽象的に宣言したにとどまるものであり、都道府県に対して具体的義務を課したものではない。した

がって、それのみでは法的規範性を有しておらず、「必要な助言及び適切な援助」の具体的実効性は、別途、

同項の規定の趣旨を実現するために個別に規定された介護法の各条項によってはじめて与えられるものであ

る。

これをもとに本件をみるに、都道府県知事が市町村長に対して助言等をする根拠となる介護法第１９７条

第３項は、市町村長に対して、当該市町村長が介護法第５章の規定により行う事務に関し、報告を求め、又

は助言若しくは勧告をすることができる旨を規定しているものの、中核市の長を除外している。また、介護

老人保健施設に対する質問又は立入検査（第１００条第１項）、業務運営の勧告又は命令（第１０３条第１

項又は第３項）、許可の取消し（第１０４条第１項）等の各権限についても、同法第２０３条の２の規定に

よる地自令第１７４条の４９の２の１１の規定により、既に中核市に移譲されているというのであるから、

結局のところ、群馬県知事は、中核市たる高崎市の長に対し、介護法第５条第２項を根拠とする具体的な助

言をすることはできないというべきであって、請求人の主張は失当である。

そして、本件県費負担金の取扱いにつき、高崎市長に対し、さらに進んで任意の助言、調査等を行うかど

うかについて、介護高齢課長は、請求人Ａと高崎市との間で係属している住民訴訟の結果により高崎市がＢ

から本件介護給付費の返還が必要となった場合には、本件県費負担金相当額についても返還の措置を講じる

としており、上記の介護保険制度における都道府県と市町村又は中核市との法的関係性に加え、介護給付費

県費負担金は都道府県が負担するとされているものであることを考慮すれば、このような同課長の判断も合

理性を欠くものと評価することはできない。

なお、請求人は、厚生労働省老健局介護保険計画課長名の通知（平成２６年８月２９日付け老介発０８２

９第１号）を挙げて、都道府県は保険者（市町村）、都道府県等に寄せられた事業者に関する不適切なサー

ビス提供や介護報酬の不正請求等に関する苦情・告発・通報情報等の適切な把握及び分析を行い、事業者に

対する指導監督を実施することとされている旨を主張するが、当該引用部分は「第二 保険者による適正化

事業の推進」に属するものであることから、保険者たる市町村に対する記述であることは明らかであって、

同主張は採用することができない。また、同様に、全国介護保険指導監査担当課長会議資料（第２分冊・厚

生労働省老健局）を挙げて、指導や監査において、犯罪の恐れがあるものについては、警察、検察当局とも

協議の上、刑事告発も検討することとされている旨を主張するが、Ｂに対し指導や監査を実施する権限を有

するのは中核市たる高崎市であるから、同主張は採用することができない。

さらに、請求人は、熊本県が介護事業者を刑事告発した事例を挙げて、群馬県も同様に対応するよう主張

するが、熊本県の事例は中核市ではない市町村に所在し同県が指導監督権限を有する介護事業者に対して行

われたものであるから、本件措置請求に適切でなく、同主張は採用することができない。

以上のことからすれば、本件措置請求のうち、群馬県知事が高崎市長に介護法第５条第２項の規定による

助言をするよう求めるとする部分については、請求人の主張は理由がない。

(2) 本件県費負担金相当額の返還について

請求人は、群馬県知事が高崎市長に対して本件県費負担金相当額の返還等の措置を講じないことが違法又

は不当な財産の管理を怠る事実に当たるとして、高崎市長から本件県費負担金相当額を返還させるよう主張

しているが、当該怠る事実を認めるためには、高崎市がＢに支出した本件介護給付費が違法又は不当と認め

られ、かつ、高崎市長から群馬県知事に本件県費負担金相当額が返還されない状態でなければならないとこ

ろ、現段階において、高崎市は本件介護給付費の支出を正当として請求人Ａとも係争中であるというのであ

るから、上記の介護保険制度における都道府県と中核市との法的関係性を考慮すれば、群馬県知事が違法又

は不当に財産の管理を怠っているということはできないというべきであって、請求人の主張は失当である。
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以上のことからすれば、本件措置請求のうち、群馬県知事が高崎市長から本件県費負担金相当額を返還さ

せるよう求めるとする部分については、請求人の主張は理由がない。

(3) 高崎市長の刑事告発その他の求める措置について

その他、請求人は、群馬県知事に対し、①高崎市長を刑事告発すること、②警察に被害届を提出すること、

③介護法第６９条の３９第２項の規定による介護支援専門員の登録の消除を実施すること、④Ｂの処分を高

崎市長に助言することを求めているが、本件措置請求は、高崎市長がＢに支出した本件介護給付費のうち、

本件県費負担金相当額の返還等の措置を群馬県知事が講じないことにつき、違法又は不当な財産の管理を怠

る事実として提起されたものであるから、当該怠る事実を改め、又は当該怠る事実によって群馬県が被った

損害を補塡するために必要な措置を講ずべきことを請求することができるところ、上記の請求人の求める措

置は、請求人が群馬県の被った損害であるとする本件県費負担金相当額の返還や補塡をするために必要な措

置とはいえないから、地自法第２４２条に規定する住民監査請求として不適法である。

また、請求人は、群馬県知事が「予備的に法的手段を講ずるよう」主張しているが、求める措置の内容が

具体的に特定されていないから、住民監査請求として不適法である。

したがって、本件措置請求のうち、群馬県知事が高崎市長を刑事告発すること等を求めるとする部分及び

予備的な法的手段を求めるとする部分については、いずれも却下を免れない。

２ 結論

以上のことから、本件措置請求のうち、群馬県知事が介護法第５条第２項の規定による高崎市長への助言を

するよう求めるとする部分及び本件県費負担金相当額を返還させるよう求めるとする部分については、請求人

の主張は理由がないから、これをいずれも棄却する。

また、群馬県知事が高崎市長を刑事告発すること等を求めるとする部分及び予備的な法的手段を講じるよう

求めるとする部分については、住民監査請求として不適法であるから、これをいずれも却下する。

以上


